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令和８年度 普通交付税の算定結果について 

 

１ 要旨・目的  

  令和８年度普通交付税の額が決定したので、広島県及び県内市町の普通交付税額について報告する。 

 

２ 現状・背景 

  普通交付税は、地域間の財源の不均衡を調整し、財源を保証するため、地方交付税法第 10 条の規

定に基づき、基準財政需要額に対する財源不足額に見合いの額として算定され、交付されることとな

っている。 

 

３ 概要 

 (1) 県分の交付状況 

 県分の普通交付税額は、地方消費税や法人関係税の増などにより基準財政収入額が増となった

ものの、いわゆる高校無償化等に伴う教育に係る経費の増や地域未来基金費の創設などにより、

基準財政需要額がそれを上回る増となった結果、前年度比 12.0％の増となっている。 

                               （単位：百万円、％） 

区   分 
令和８年度 

ａ 
令和７年度 

ｂ 
増減額 

ｃ（ａ-ｂ） 
増減率 
ｃ/ｂ 

 基 準 財 政 需 要 額 Ａ 558,344 516,646 41,698 8.1 

 基 準 財 政 収 入 額 Ｂ 346,396 327,441 18,955 5.7 

 普 通 交 付 税 額 Ａ-Ｂ 211,948 189,205 22,743 12.0 

※ 百万円単位で四捨五入しているため、計等において一致しない場合がある。 
※ R7 の数値は、当初算定の額を記載している。また、R8、R7 ともに臨時財政対策債の発行はなし。 

 

 (2) 市町分の交付状況 

 市町分の普通交付税額は、地方消費税交付金や市町村民税（所得割）の増などによって基準財政

収入額が増となったものの、地域振興に係る経費の増や臨時財政対策債償還基金費の創設などに

より、全市町で基準財政需要額が増となった結果、前年度比 7.4％の増となっている。 

                              （単位：百万円、％） 

区   分 
令和８年度 

ａ 
令和７年度 

ｂ 
増減額 

ｃ（ａ-ｂ） 
増減率 
ｃ/ｂ 

 基 準 財 政 需 要 額 Ａ 747,789 708,948 38,841 5.5 

 基 準 財 政 収 入 額 Ｂ 492,147 470,867 21,280 4.5 

 普 通 交 付 税 額 Ａ-Ｂ 255,642 238,082 17,560 7.4 

※ 百万円単位で四捨五入しているため、計等において一致しない場合がある。 
※ R7 の数値は、当初算定の額を記載している。また、R8、R7 ともに臨時財政対策債の発行はなし。 
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 (3) 普通交付税額（臨時財政対策債を含む）の推移 

                        （単位：百万円、％） 

年度 
県   分 市 町 分 

主 な 増 減 要 因 普通 
交付税額 

増減額 増減率 
普通 

交付税額 
増減額 増減率 

R８ 211,948  22,743 12.0 255,642 17,560 7.4 

(県 分) 高校無償化等に伴う教育に係る経
費及び地域未来基金費の増 

(市町分) 地域振興費及び臨時財政対策債償
還基金費の増 

R７ 189,205 ▲6,439 ▲3.3 238,082 ▲3,569 ▲1.5 
(県 分) 法人関係税の増 
(市町分) 地方消費税交付金及び固定資産税の増 

R６ 195,643 ▲5,649 ▲2.8 241,651 2,843 1.2 
(県 分) 法人関係税の増 
(市町分) こども・子育てに係る経費の増 

 

 (4) 市町別の普通交付税額 

    別紙のとおり 

 

 



市町別の普通交付税額
（単位：百万円、％）

増減額
⑤

(①-③)

増減率
⑥

(⑤/③)

増減額
⑦

(②-④)

増減率
(⑦/④)

増減額
c

(a-b)

増減率
(c/b)

需要
臨時財政対策債償還基金費、その他の教
育費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
地域振興費、臨時財政対策債償還基金費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
地域振興費、臨時財政対策債償還基金費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（法人税
割）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（法人税
割）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
市町村民税（法人税割）、地方消費税交付
金の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、補正予算債
償還費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要 過疎対策事業債償還費、地域振興費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
地域振興費、臨時財政対策債償還基金費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
地域振興費、臨時財政対策債償還基金費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、こども子育て
費の増

収入
固定資産税（償却資産）、地方消費税交付
金の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、こども子育て
費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（法人税
割）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、包括算定経
費の増

収入
市町村民税（法人税割）の減、市町村民税
（所得割）の増

需要
包括算定経費、臨時財政対策債償還基金
費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、こども子育て
費の増

収入
地方消費税交付金、市町村民税（所得割）
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、包括算定経
費の増

収入
市町村民税（所得割）、地方消費税交付金
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、地方特例交付金（自動
車税）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、地方特例交付金（自動
車税）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、過疎対策事
業債償還費の増

収入
市町村民税（所得割）、地方消費税交付金
の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
地方消費税交付金、地方特例交付金（自動
車税）の増

需要
臨時財政対策債償還基金費、地域振興費
の増

収入
市町村民税（所得割）、地方特例交付金（自
動車税）の増

747,789 492,147 255,642 708,948 470,867 238,082 38,841 5.5 21,280 4.5 17,560 7.4

 広島市を除く 421,687 252,210 169,477 405,169 240,051 165,119 16,518 4.1 12,159 5.1 4,358 2.6

※百万円単位で四捨五入しているため、計等において一致しない場合がある。
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計

4,823 102 1.7 121 9.5 ▲ 20

78 3.6 ▲ 31 ▲ 0.7

神石高原町 6,200 1,396 4,803 6,098 1,275 ▲ 0.4

世羅町 6,875 2,273 4,602 6,828 2,195 4,633 47 0.7

58 1.8 89 1.6

大崎上島町 4,201 1,134 3,068 4,052 1,106 4.12,946 149 3.7 28 2.5 122

北広島町 9,001 3,313 5,688 8,854 3,255 5,599 147 1.7

144 6.8 ▲ 51 ▲ 3.2

安芸太田町 4,750 967 3,784 4,683 945 1.23,738 67 1.4 22 2.3 46

坂町 3,809 2,258 1,551 3,716 2,114 1,602 93 2.5

308 6.4 0 0.0

熊野町 5,804 2,806 2,998 5,486 2,647 5.62,839 318 5.8 159 6.0 159

海田町 6,567 5,118 1,449 6,259 4,810 1,449 308 4.9

181 6.9 30 0.5

府中町 10,062 8,274 1,788 9,547 8,274 40.51,273 515 5.4 0 0.0 515

江田島市 8,539 2,792 5,748 8,329 2,611 5,718 210 2.5

766 4.8 522 4.6

安芸高田市 11,350 4,052 7,297 11,240 3,873 ▲ 1.07,367 110 1.0 179 4.6 ▲ 70

廿日市市 28,543 16,668 11,874 27,254 15,902 11,352 1,289 4.7

115 2.4 206 11.2

東広島市 42,977 39,093 3,884 40,505 36,282 ▲ 8.04,223 2,472 6.1 2,811 7.7 ▲ 339

大竹市 7,054 5,001 2,053 6,733 4,886 1,847 321 4.8

308 4.3 297 2.2

庄原市 17,328 4,677 12,651 16,980 4,572 2.012,408 348 2.0 105 2.3 243

三次市 21,252 7,521 13,732 20,648 7,213 13,435 604 2.9

3,285 4.7 1,701 7.1

府中市 11,328 5,035 6,293 10,792 4,889 6.65,903 536 5.0 146 3.0 390

福山市 99,256 73,621 25,635 94,270 70,336 23,934 4,986 5.3

832 6.2 ▲ 20 ▲ 0.2

尾道市 34,059 18,303 15,757 32,585 17,028 1.315,557 1,474 4.5 1,275 7.5 200

三原市 25,255 14,165 11,090 24,443 13,333 11,110 812 3.3

1,222 4.3 142 0.7

広島市 326,102 239,937 86,165

竹原市 7,129 4,287 2,842 6,885 4,271 8.72,614 244 3.5 16 0.4 228

呉市 50,347 29,457 20,890 48,983 28,235 20,748 1,364 2.8

303,779 230,816

普通交付税額の主な増減理由
基準財政
需要額

①

基準財政
収入額

②

普通
交付税額

a
(①-②)

基準財政
需要額

③

基準財政
収入額

④

普通
交付税額

b
(③-④)

基準財政需要額 基準財政収入額 普通交付税額
対前年度増減

18.172,963 22,323 7.3 9,121 4.0 13,202

区　分

令和８年度 令和７年度

別紙


